
Ⅱ 部門ごとの方針と計画 

 

１ 企画総務部門 

(1) 基本方針 

  ア 教育力向上に寄与する学校事務の推進 

イ 学校事務職員の資質の向上 

ウ 内部統制推進に基づく適正な事務処理の確立 

 

(2) 施策の重点 

ア 主体的かつ積極的な校務運営への参画意識の醸成を図る。 

イ 各校の学校教育目標の実現に向けた取組みを支援する。 

ウ 実務能力の強化・向上を図る研修を実施する。 

エ 給与・旅費、服務、財務、私費会計など、多岐にわたる学校事務の適正化を総合的に支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内部統制推進に基づく 

適正な事務処理の確立 

 

１ 多岐にわたる学校事務の適正化を

図る総合的な支援 

２ 校内における事務処理体制の支援 

(1) 業務改善に向けた取組み 

(2) 副校長と事務職員の連携 

(3) 事務職員と教員の連携 

３ 事務職員未配置校の事務処理体制

の支援 

  事務担当者（管理職・教員等）の基

礎的事務処理能力の早期習得 

 

 

学校事務職員の資質向上 

 

 

１ 実務能力の強化・向上を図

る研修の実施 

(1) 新採用及び臨時事務職員の

基礎的事務処理能力の習得 

(2) 学校経営参画に求められる

専門的知識の養成 

 

２ 業務課題を的確に把握し自

己解決する能力の育成 

 

教育力向上に寄与する学校事務の推進 

学校マネジメント機能発揮のため、より主体的かつ積極的な校務運営への参画 
学校の教育目標の実現のため、学校の特色に応じた事務の推進 
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(3) 事業計画 

項目 事業名 時期 対象 内容 

研修 

会議 

 

初任事務担当者等研修 

 

４・８月 新規採用者及び経験年数5年

以内の希望する事務職員 

県費の支出（給与・旅費）に係る概要説

明 

事務職員研修会 ９月 

 

事務職員 

 

事務職員の資質向上を目的とした研修

会 

共同実施総括会議① ５～６月 

 

共同実施総括(事務長) 共同実施総括(事務長)の役割等資質向

上を目的とした研修(R4 運営計画確認) 

共同実施総括会議② 10～11 月 共同実施総括(事務長) 同上(R5 運営方針・加配計画確認等) 

共同実施推進会議 

 

６月 

 

 

各共同実施団体の総括及び

副総括 

各市町村教育委員会担当者 

管内各共同実施団体の組織、計画 

実践交流等 

視察研修報告 

訪問 

調査 

学校事務状況調査  7～８月 ２年度で全小中学校（予定） 

（各校隔年実施） 

学校事務の執行状況の点検等 

事務職員訪問 通 年 全小中学校（予定） 面談（人材育成）及び業務支援 

    

 

 

初任事務担当者等研修会 基本研修

新採用者研修

採用３年目職員研修

中堅職員研修（採用10年目）

新任主査研修

新任主任主査研修

新任担当課長等(事務長)研修

選択研修

行政法、経済学、企業会計等

　<集合研修>

　　（基本研修対象者を除く）

論理的思考、マーケティング等
　<ｅラーニング>

　事務職員研修会

３月

４月

７月

事務状況調査
新採用職員等研修

８月

11月

業務プロセス改善
研修

派遣研修(採用３
年目)5～12月

組織マネジメント
研修

小中学校事務長
研修

令和４年度　宮古教育事務所　学校事務関係事業体系

宮　古　教　育　事　務　所　主　管 教 職 員 課・人 事 課 主 管

月 県総務部人事課主催の研修等教 育 事 務 所 が 主 催 す る 研 修 等
教育事務所の

訪問調査指導等

12月

１月

５月

共同実施訪問
(7～11月数箇所

事務職員訪問

２月

９月

６月
共同実施推進会議(共)

10月

事務職員訪問

共同実施総括会議

共同実施総括会議

教 育 事 務 所 が
主・共催する会議

県教委教職員課
主催の研修等

会計年度任用職員等
配置校担当者会議(主)

転入職員研修

事　　　務　　　職　　　員

＜事務支援＞

「教育事務所」と「共同実施」との協働

・ 支援内容の分担

・ 業務の進捗状況による随時の支援

 


